
金属鉱業等鉱害対策特別措置法の概要

指定特定施設（２条） 指定特定施設の指定（経済大臣） （２条⑥）

鉱害防止事業計画の届出（採掘権者等→監督部長）
鉱害防止事業実施に 経済産業大臣告示 （４条④） （５条①）
関する基本方針の策 環境省大臣（協議） （４条③） 鉱害防止事業計画の変更命令（監督部長→採掘権者等）
定 （４条） 中央鉱山保安協議会（意見）（４条③） （５条③④又は⑤）

目 的 （１条） 国による必要な資金の確保 （６条）
鉱山保安法と相まって、
金属鉱業等による鉱害を
防止し、もって国民の健 積立金の積立て（採掘権者等→金属鉱業事業団） （７条①②）
康の保護及び生活環境の 積立金の管理（金属鉱業事業団） （７条③）
保全に寄与すること 鉱害防止積立金制度（７条） 積立金の算定と通知（監督部長→採掘権者等） （７条④）

積立金への利息の付加（金属鉱業事業団→採掘権者等） （８条）
採掘権者等は使用中の特定施設について 積立金の取戻し（金属鉱業事業団→採掘権者等） （９条）
鉱害防止に必要な資金を金属鉱業事業団

注） に積み立てる
特定施設＝金属鉱業等の用に
供される坑道及びたい積場 拠出金の鉱害防止事業基金への拠出（採掘権者等） （１２条①）

拠出金の算定と通知（監督部長→採掘権者等） （１２条②）
金属鉱物等＝銅、鉛、亜鉛、 鉱害防止事業基金制度（１２条） 指定鉱害防止事業機関による鉱害防止業務の実施 （１３条①）
硫黄、ほたる石等の計20種 鉱害防止業務費の支払い（金属鉱業事業団→指定機関） （１３条③）

採掘権者等は指定特定施設の鉱害防止に 鉱害防止業務の範囲内での指定特定施設に係る鉱山保安法の適用除外
必要な基金を金属鉱業事業団に設けられ （１３条④）
た鉱害防止基金へ拠出する

指定の申請（申請者→経済大臣） （１６条）
鉱害防止業務の実施義務 （１９条）

指定鉱害防止事業機関（１６条～３２条） 事業計画等の認可（経済大臣→指定機関） （２３条①）
適合命令等（経済大臣→指定機関） （２７条①）

鉱害防止事業基金の運用収入により指定 指定の取消し等（経済大臣→指定機関） （２８条）
鉱害防止事業機関が採掘権者等に代わり 金属鉱業事業団等による鉱害防止業務の実施 （３０条）
鉱害防止業務を実施する

報告の聴取及び立入検査（３６条）
（経済局長、監督部長）

聴 聞（３７条）

罰 則（４０～４５条）


